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地域福祉における住民の位置と役割
　　　一連続と不連続の視点から一※
稲　葉　一　洋※※
はじめに
　地域福祉にとって住民参加は，基本的かつ不変の要件そのものといってよく，住民参加を欠
いて地域福祉が存在しないということは，些かも疑いようのない共通認識となってきた。しか
し地域福祉領域における住民参加に対する期待や役割といったものは，常に一定の固定したも
のではない。この40年ほどの聞に地域福祉は，議論の段階を経て実践・理論の段階へと進み，
さらに近年では社会福祉の法制度としても地域福祉時代に突入している。そこでは住民参加も
変わらないものと変わったもの，そして大きく変えようとする新たな動きがある。それは地域
福祉の本格的推進にとって不可避的な命題である，住民参加の発展につなげようとするもので
あるが，多分に実験的かつ試行錯誤的な色彩が濃厚である。
　戦後日本の地域福祉史をみても，地域住民に対して固有の重要性を与え，揺るぎない不動の
位置づけや役割を期待し続けてきたわけではない。近年高まる住民への役割期待というもの
は，かつての地域福祉における住民参加と同一視することはできず，いわば連続性とともに，
その延長線上では捉えきれない不連続性ともいうべき性格を併せもっている。この参加をめぐ
る変化は，現代的状況を母胎として地方分権化，ガバメントからガバナンスへと向かう政策に
主導されつつ，社会福祉制度改革に伴う社会福祉の新たな展開とも，相互に密接な関連のもと
で連動して起こっている。それを端的にいえば，とくに2000年の「社会福祉法」成立を契機と
して，地域福祉型社会福祉への指向を確定し，地域住民の位置づけやその担う機能にも，これ
までとは異なる量的・質的な転換が迫られている。
　厚生労働省が正式に，「初めて地域福祉のあり方を正面から検討した」（注ユ）とされる『地域に
おける〈新たな支え合い〉を求めて一住民と行政の協働による新しい福祉一』（2008年3月）
は，新しい住民参加の姿を集約して提起している。そこでは社会福祉法が目的とする地域福祉
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の推進それ自体を意図し，とりわけ地域福祉計画の策定・実行・進行管理・政策への参加と
いった場面をツールにした展開が構想されている。ここに地域福祉の推進にとって住民参加
は，もはや理念上の問題であることを超えて，地域で共助をつくり，公私協働による福祉シス
テムを支える具体的役割を課せられつつある。しかし参加の実態に着目すると，住民活動の広
がりや定着化が指摘されもするが，地域差やマジョリティである無関心層の存在，住民の担え
る機能も限定的といった社会認識を揺るがすには至っていない。
　そうした新たな福祉潮流のなかで本稿は，地域福祉推進における住民参加の今日的な文脈や
論理，その可能性を把捉していきたい。そこで最初に，福祉分野で住民参加を旗印に掲げ続け
てきた社会福祉協議会（以後，「社協」という）による「住民参加」の位置づけを，地域福祉
論が台頭する1970年代初期までの変遷に注目して捉えていく。そこでは今日的な住民参加への
期待や共通性のみでなく，時代的に変化を遂げる参加の位置づけを確認する。次いで現代地域
福祉における住民の位置づけや役割を，現代の生活システム，地域ガバナンスの構築，社会福
祉法などを通して明らかにし，それらと乖離してみえる地域福祉政策の逡巡もしくは遅滞にも
言及していきたい。その後に「これからの地域福祉のあり方研究会」報告の検討を踏まえなが
ら，住民参加の今日的展開に逃れがたく潜む社会実験的な性格を摘出したい。
1　全社協「基本文書」と住民参加
　いわゆる住民参加は，地域福祉にとって公私の役割分担とともに，永遠のテーマといってよ
いのかもしれない。既に40年以上も前に地域福祉の推進上，「特に重要なことは社会福祉にお
ける公私の役割分担と同時に，住民参加ということの再評価である」（注2）と三浦文夫は指摘し
ているが，それは今も変わらぬ地域福祉の基本テーマであり続けている。わが国で地域福祉の
議論が登場するのは1970年前後のことだが，それ以前から社協は社会福祉分野において住民参
加を旗印として掲げ，住民による地域福祉活動への参加と組織化に取り組んできた歴史をもつ
コミュニティワークの代表的機関である。
　とはいえ社協創設の当初より，住民参加を理念や目標に掲げていたわけではない。その．こと
は全国社会福祉協議会（以後，「全社協」という）の基本文書からも確認できる（注3）。周知の
ように1951年の社協発足に向けて作成された「社会福祉協議会組織の基本要綱及び構1想（1950
年）」では，社協を公私の社会福祉事業関係者中心の組織として位置づけ，その主要機能を連
絡調整とした。そのため市区町村社協に関する言及はあるものの，それを社協の基本単位に位
置づけるという視点はなく，「地域住民」や「住民」という用語に至っては全く使用されてい
ない。この1950年の時点では，市区町村社協が担う使命や機能に小地域福祉活動を位置づけて
いないし，住民参加を推進する組織とは規定されていないのである。
　初めて「地域住民」という用語が基本文書に登場するのは，市区町村社協の活動のあり方と
具体的な推進方法を示した1957年「市区町村社会福祉協議会当面の活動方針」（以後，「当面の
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活動方針」という）である。この当面の活動方針では，前段でく当面の活動方針策定の基礎〉
を4項目に整理し，続く後段でく当面の活動方針＞6項目を提示する，という二部構成をとっ
ている。前段の項目では，市町村社協を「その地域の社会福祉関係者および住民が協力して，
地域の実情に応じ，住民の福祉増進をはかることを目的とする組織」（1項）と規定して住民
の位置づけを明確化し，さらに「地域住民各自が，社会福祉関係者とともに，その区域のく福
祉に欠ける状態〉の克服に進んで協力するよう配慮する」（4項）として，社会福祉関係者と
の協力のみでなく，地域住民の自発的な参加の必要性に言及している。また後段く当面の活動
方針〉の5項目では，「……小区域ごとに地区社協あるいはこれに準ずる福祉活動の推進組織
を結成するなどの配慮が望ましい」といい，小地域における住民福祉活動を推進する組織結成
の方針を掲げた。ここでの地域住民の位置づけと地域組織化活動の提起には，主体はあくまで
も社会福祉関係者であり，地域住民そのものを主たる主体としては捉えていない。しかし社協
活動を住民生活に直結させ，〈福祉に欠ける状態〉の克服に住民の参加・協力の必要性を明記
することにより，住民参加に向けた社協活動の方向性を明示した点は，長い社協の歴史におい
て画期的な文書であった。
　全社協は過去10年中経験を踏まえ，1962年4月には新たな社協実践の指針となる「社会福祉
協議会基本要項」（以後，「基本要項」という）を策定した。基本要項では住民の組織化に重点
を置き，前文に続く本文1項の（性格）では，「社会福祉協議会は一定の地域社会において，
住民が主体となり，……地域の実情に応じ，住民の福祉を増進することを目的とする民間の自
主的な組織である」と規定し，本文4項（組織）でも「社会福祉協議会は，住民主体の原則に
基づき市区町村を基本的単位……」に位置づけている。このように基本要項では，社協を「住
民が主体となり」とはっきり謳い，いわゆる住民主体の原則を打ち出している。ちなみに1957
年の「当面の活動方針」では，福祉計画の実施協力を地域住民に促し，住民の協力を得て，そ
の望むところを正しく計画にとりいれ，さらに進んで地域住民が自発的に参加し，広く社会福
祉の増進に関心を高めるように仕向ける，という立場で住民を捉えていたことを想起すれば，
この基本要項が主体としての住民認識を大きく前進させたことは明白である。ここに住民は社
会福祉関係者の協力者としての位置を離れ，むしろ公私関係者の協力，参加を得る立場に身を
移し，社協組織と活動の主体そのものに措定されていった。
　上記の性格規定のもとに「基本要項」本文の2項と3項では，社協機能を規定している。そ
こで社協の基本的機能は，住民の福祉増進を目的に行われる組織活動にあり，コミュニティ・
オーガニゼーションの方法を地域社会に総合的に適用して，住民ニードの発見，住民による協
働活動をすすめ，関係機関・施設・団体の機能増進に協力するものとした。ここでは「地域住
民の協働促進」を重視して新たに加えた点が注目されるほか，これら一連の組織活動のプロセ
スに地域福祉計画の策定を位置づけ，かつ真に住民主体の活動にしていくためのソーシャル・
アクション機能をも不可欠としている。上記の項目以外にも，本文6項（市区町村社協）では
住民参加に言及し，住民の協議と実践のための組織づくりと小地域福祉活動推進の必要性を指
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摘している。
　1970年の都道府県社協業務・組織部長会議では，社協活動20年の歴史を総括し，社協の理念
と現実との乖離が大きく，「その乖離を埋める基本的な方向は，小地域での組織化活動として
の住民福祉運動であると確認された」（注4）。その後，197！年3月に全社協理事会，同年5月目
は総合企画委員会で社協創設20周年を期・して社協活動強化方策をつくることを決定し，1973年
「市区町村社協活動強化要項」（以後，「強化要項」という）を策定した。それは1962年の基本
要項を基礎に，「今後市区町村社協がとりくむべき福祉課題と活動強化のための具体的な方策
を示した」新たな社協活動指針であり，その眼目は地区組織化路線の強化にあった。この強化
要項は未曾有の社会経済変動と国民生活への影響，福祉問題の変化・拡大を踏まえて策定され
たが，地域住民に対しては「みずからその生活を守り，その条件をたかめていく活動をせざる
をえなくなっている」との認識を掲げ，住民参加の必然性と可能性を主張している。この参加
のポテンシャルを示す言説は，住民参加エネルギーの根拠として，その後も常套句的に用いら
れ続け，今日また異なる背景とステージのもとで安易に多用されている。
　強化要項によると，社協が理念に即して住民の期待に応えるには，その活動体制を地域住民
の福祉課題に深くかかわる必要があり，市区町村社協に次の3点の具体化を求めた。①小地域
で福祉課題の解決にとりくむ住民の協働活動一住民福祉運動一を積極的に推進し，これら小地
域の活動と有機的な関係を積みかさねるなかで活動体制を確立すること。②市区町村という視
野にたち，そこに共通する福祉課題の解決に積極的にとりくむこと。さらに，③社会福祉に対
する住民の理解を深め，ボランティア（社会奉仕）活動など社会福祉の諸活動に対し積極的な
住民参加を促進すること。これらの具体化で果たす社協活動の基本的な役割を，「その一つは
地域住民がみずから福祉課題解決に立ち上がり，協働してその解決にあたるようその活動を援
助する役割である。もう一つは，そうした住民の活動を基礎に，社会施策のにない手である地
方自治体と国に対し，福祉課題を解決するよう働きかけ，その施策の充実を促進する役割であ
る」として集約した。つまり強化要項では，小地域における住民福祉活動の推進，市区町村の
福祉課題の解決，社会福祉への住民の理解と参加の促進により，住民主体の協働活動を援助
し，行政施策の充実を促進する，というように社協の基本的役割を明快に設定している。．
　その役割遂行のために「強化方策」を7つ掲げているが，最初の「1社協活動強化の基本
方針」では，「第1福祉課題のとりくみを強化し，運動体社協への発展強化をはかる」，「第2
小地域の〈住民福祉運動〉を基盤とする」，「第3ボランティア（社会奉仕）活動のセンター
として社協を確立する」，以上の3点を挙げている。上記の基本方針の第1では，住民の福祉
課題を的確に把握し，その対策（地域福祉計画）を立て，住民の努力と行政施策によって解決
すべきものとを明確化し，その実現に向けて地域組織活動を強化し，「住民の課題に機敏に対
応する運動体社協として，その活動の発展強化をはかる」市区町村社協像を提起している。続
く基本方針の第2では，地域の福祉課題を解決し，住民主体のまちづくりの推進には，小地域
における住民の自主的な協働活動，すなわちく住民福祉運動〉を必須の存在とみなし，小学校
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一64一
人間の福祉　第24号（2010）』
区や旧町村程度の地域を単位に住民福祉運動を強化し，それを市区町村社協活動の基盤とする
構想を提示した。ここで翻って考えてみると，確かに基本要項においても，小地域単位の「学
校通学区または旧町村程度の地域ごとに」協議ならびに実践の組織を設けるとしていたが，そ
れを強化要項では市区町村社協活動の基盤に据えることにより，さらに格段にすすめて強化し
ようとし，その名称も象徴的な「住民福祉運動」としている点は注目されてよい。
2　社協による住民参加の発展
　わが国において地域組織化活動（community　organization，以下「CO」という）を提唱し，
全国的に展開しようとする企ては社協を出品としている（注5）。そして実際に社協は住民参加を
旗印に掲げ，福祉分野を中心に全国各地で地域組織化の実践を展開し，地域福祉を推進実施す
る団体として広く認知されてきた。それゆえに本稿でも，社協の創設から「強化要項」策定に
至る，ほぼ20年の間に出された全社協の4つの基本文書から，市区町村社協に期待される地域
組織化，換言すれば住民の参加と組織化に関する記述を点検してきた。この20数年の歩みから
も社協は，その発足時より「地域住民」の参加や組織化を掲げていたのではなく，1957年「当
面の活動方針」を以て，初めて地域の福祉課題にとり組む住民参加に社協としての位置づけを
行い，それ以後も住民主体の原則を打ち出した「基本要項」，さらに小地域での住民福祉運動
に特化して前進させるべく「強化要項」を策定していくのであるが，そこでの住民の位置づけ
や機能，それが担うべき役割や力点の置き方にも幾度かの変遷を確認できた。そのなかで小地
域における住民活動の推進，地域福祉（活動）計画の策定，地域組織化を支援する社協組織・
職員の役割等が，市区町村社協の基本的要素として捉えられ，住民参加への取り組みこそは社
協の本質的部分である，との認識を広く確立していったのである。
　これら全社協「基本文書」の性格は，社協が目指すべき方向や活動のあり方を示した指針で
あり，平均的な市区町村の社協像や事業実態を意味しないし，さらに指針と実態との乖離が大
きかったことも事実である。そのことは全社協が発行している雑誌『月刊福祉』の1971年2月
号でも，「社協の歴史はたしかに20年あるが，実は地域福祉活動をすすめる市町村社協の歴史
は，実質5年か10年というのが，ひとつの有力な見方である。……そうしてみれば市町村社協
に福祉活動専門員がおかれ，法人社協が増えはじめた41年ごろからが，全国的な規模で社協組
織の体制がどうやら整いはじめた年とみることができる。……そうした意味で法人の市町村社
協が828社協（45年12月）に達し，さらに増えようとしている現在，社協はやっと自分の足で
歩きはじめようとしており，これから本格的な地域福祉活動がはじまると評価することもでき
るのではないだろうか」（注6）と「基本要項」策定10年目に，その後滴社協の事務局長になる鈴
木五郎が，社協による地域福祉活動を率直に評価している。ここには社協活動の歴史的評価が
指針や理念のみに囚われることなく，社協の活動実態や組織体制の整備状況を十分に視野に入
れた，客観的判断と認識が示されている。
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　とはいえ1950年代半ばには，各地で地域課題の解決に向けて社会教育，保健衛生，農業改良
事業など，隣i接領域の組織活動との接触も進み，やがて1959年の保健福祉地区組織育成事業の
地区指定を契機に，全国的に小地域活動が展開されて，理論的にも実践的にもCOに関する知
見を深め，それが「基本要項」に結実して，日本における小地域を単位とするCO実践の枠組
みを完成させている（注7）。やがて1960年代も後半に入ると，変貌する地域社会や環境破壊，生
活問題の拡大などを背景として，住民運動やコミュニティ形成が社会的注目を集めるところと
なり，そこに従来の社協の組織活動論とは異なる視座からのCO理論を登場させているが，も
ともとCOは社協のみの専売特許ではない。今日の地域生活でも，個人で解決できない問題に
対しては自治会をはじめ，各種地域集団が共同活動を行ったり，教育・保健・福祉等の行政諸
部門やNPOが住民の参加や組織化を働きかけるなど，多岐にわたる住民活動が存在するし，こ
れら住民の参加を支援する主体や立場も多様といってよい。
　「強化要項」以後の社協動向をみると，強化要項が提起した組織化路線の強化によるく運動
体社協〉は定着することなく，在宅福祉サービスを最重要課題とした取り組みに社協は方向転
換していく。しかしこの路線変更にもかかわらず，それ以降の基本文書をみても，市町村社協
が法定化される前年の「社協基盤強化の指針（1982年）」，「福祉関係八法」の改正を踏まえ，
新たな地域福祉時代にふさわしい社協指針として基本要項を改定した「新・社会福祉協議会基
本要項（1992年）」でも，社協の性格のうち「事業」では「住民の福祉活動の組織化」を最初
に掲げるなど，住民参加をすすめる地域組織化活動は住民主体の文言とともに，社協事業とし
ての位置づけが継承されてきている。社協による地域組織化活動の実態からいえば，むしろ時
期的には1970年代以降，市区町村社協の組織・財政の基盤整備が進捗するなかで住民参加の展
開期を迎えていくのであるが，それとても各社協の地域組織化活動への取組に温度差も大き
く，全国的に地域の福祉力を高めるような住民の参加化が実現されていったわけではない。
3　地域福祉時代の「住民参加」
　周知のように鈴木五郎『増補地域福祉の展開と方法』（筒井書房，1983年）は，日本社会に
地域福祉の議論が台頭して10年ほどの間に刊行された，代表的論者による地域福祉の構成要件
を一表にまとめている。このよく引用された鈴木による整理をみると，論者によって地域福祉
の構成が多様ではあるものの，「地域での福祉サービスの整備・統合化」と「住民参加の地域
福祉活動・組織化」の2点が共通する要件であり，住民参加が地域福祉にとって必須要素であ
ることを明示している。また全社協が1980年代初頭に提示した地域福祉の内容も，（1）在宅福祉
サービス，（2）環境改善サービス，そして（3）組織化活動の3本柱で構成しているが，この（3）組織
化活動の一方の柱には，住民の参加と組織化をすすめる「地域組織化活動」を組み入れてい
る。いわば住民の参加と組織化は，地域福祉とその推進にとって必要不可欠な要件として不動
の位置を占めている。
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　この地域福祉が住民参加を必須とするという命題には，それを支える論理とともに文脈があ
る。それを簡潔に示すならば，戦後日本社会では住民を行政や福祉サービスの一方的な受け
手，措置の対象としてきたが，地域福祉の世界では住民を対象であるとともに担い手として捉
え，その参加のもとに地域を基盤に福祉の装置をつくり，それを運営実施していくのにも住民
参加やコミュニティが欠かせない，という認識をしてきた。それゆえ地域福祉の主体に住民を
措定すること自体の自明性は高く，それが問題や論点になるのは公私の役割分担，住民の担い
うる役割や守備範囲，参加の可能性をめぐってであったといってよい。とはいえ生活の場とし
てのく地域〉は，確かに人々にとって基本的な重要性をもつことは事実だが，地域の重要性と
無用性という2つの実感が常識として共存し，かつ無用性の方がはるかに強く意識されるとい
う乖離がある，との言説には説得力がある（注8）。ここで地域の無用性の実感を拡大させている
のが住民の地域関与の低下，地域の生活問題に対する住民による共同処理の縮小化，という社
会的事実にほかならず，それが住民の行政依存意識を高める方向に作用したし，住民参加化の
陸路ともなってきた。これら地域的共同の縮小化傾向のなかで，否それゆえに住民参加やコ
ミュニティ形成による地域社会の再生，地域における新たな「共」の構築は人々が営む生活学
の問題，当面する日本社会の課題解決にとっての切り札と見なされ，福祉領域を超えた広い文
脈から地域福祉の推進が注目を集める理由となっている。
　この住民の参加や組織化の必要性は，いつの時代にも一様に人々に重視されたり，痛感され
てきたわ’けではない。周知のように人間は有史以来，他者との共同生活によって生活と生命を
維持してきたが，その中心にはいつも家族が存在し，その外部に広がる地域社会が家族で遂行
できない機能を相互扶助によって補完してきた。近隣による共同や相互扶助は，生活を支える
基本装置であり続け，近代以降の日本社会も1950年代までは，共同体社会としての機能と特質
を維持してきた。しかし，その後の現代変動の波は，従来の自助と共助を基調とする生活シス
テムを根底的に覆し，市場サービスと行政サービスに大きく依拠する，都市的生活様式を拡
大・浸透させて今日に至っている。
　いまや日本社会は少子・高齢化，人口減少化，グローバル化，ローカル化という社会的趨勢
のもとで新しい社会システムの形成化を不可避としている。社会福祉の世界においても，国や
行政主導による福祉国家型から地域福祉型社会福祉への転換が始まり，とくに1990年代半ば以
降には地方分権化が進展をみせて，社会福祉の運営実施にも市町村が中心的役割を担うように
なったが，それと同時に行政を担い手と考えてきた既存の公共概念に代わって，新しい「公
共」概念が支配的潮流になっている。つまり行政だけが公共の担い手とする政府による統治
（ガバメント）から離脱して，行政と地域の多様な主体との協働による協治（ガバナンス）へ
と切り換えが進行し，行財政改革による行政役割の縮小化とも連動して地域主体，福祉主体と
しての住民・市民の参加を現実的な地域・行政課題としていった。それは公私協働および住民
参加を要件とする地域福祉の推進を掲げる社会福祉への制度転換，〈福祉国家〉からく福祉国
家と福祉社会の協働〉（武川正吾）への移行とも符合している。
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　都市社会学者の倉沢進によると，人間生活で共通共同の問題を解決するシステムには，「相
互扶助システム」と「専門処理システム」の2つがあり，相互扶助システムは住民が時間，労
力，知恵，技術等を出し合って自から問題を解決するのに対して，専門処理システムは，その
問題の性質ごとに特定の専門家や専門機関が処理を担い，住民は金銭を対価に必要なものや
サービスを手に入れるシステムと説明する（注9）。わが国も専門処理システムを基本とする社会
に変動してきたが，多くの優位性をもつ専門処理システムの完備は，どうしてもサービスの受
け手一方の住民を生み，地域社会の共同性や住民の地域への参加意欲を失わせるといった問題
を孕むことから，この2つの問題処理システムの長所を生かした，最適な組み合わせによる生
活様式の創造を必要としている，と倉沢はいう。
　こうした生活様式の視点から，専門処理システムに住民の協働による相互扶助システムを組
み込もうという主張は，公私協働を前提に公助・共助・自助による重層的な地域福祉の構築を
めざす考え方にとっても親和的である。しかしながらコミュニティ形成を，「専門処理システ
ムの中に相互扶助システムを適切に組み込んだ，新しい共同生活の様式を作り上げることであ
る」（注lo）とする倉沢の見解には，専門処理システムを前提とした組み合わせという定式が存在
している。現代生活の実態を踏まえて専門処理システムの比重の大きさを直視すれば，それは
現実的で妥当な言説ともみえるが，住民をコミュニティ形成の核に据える発想とは異質といっ
てよい。そこには逆のパターン，相互扶助システムの中に必要な専門処理システムを組み込む
ことも論理的には可能にみえるが，むしろ一方のシステムを前提に他方のシステムを組み込む
よりも，住民主体・住民主導の理念のもとに，双方の動的連関のなかで組み合わせを検討して
決定していく，と考えた方が地域福祉の理念や方策をつなぐ視点からもリアリティがあってよ
い。この相互扶助と専門処理の両システムの最適な組み合わせというフレームは，福祉サービ
スの整備充実や住民の共助化を必須とする地域福祉の構築をはじめ，地域の生活・福祉システ
ム全体を検討し，形成していくのにも有益な概念装置といえよう。
4　地域福祉の推進と住民役割
　20年ほど前に当初，「地域における社会福祉の基盤整備を促進するための関係法律の一部改
正案」という名称で呼ばれた，「老人福祉法等の一部を改正する法律」（1990年）が成立するこ
とにより，日本の社会福祉も法制度的には，地域福祉時代に向けて移行を開始した。この時の
社会福祉事業法の改定により，第3条の2（地域等への配慮）において社会福祉事業を経営す
る者は，社会福祉を目的とする事業の実施に当たっては，「地域住民等の理解と協力を得るよ
うに努めなければならない」と規定して，同法で初めて「地域住民」という用語を使用した。
この文言は地域住民の理解と協力を得る努力を社会福祉事業経営者に求めたものであり，それ
は同法第3条「基本理念」の実現にとって必要であるとの認識を示しているが，あくまでも
「理解と協力」を求められる対象として住民を位置づけたにすぎない。
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　わが国の法律で「地域福祉」という用語を，最初に登場させたのは2000年「社会福祉法」で
ある。そこでは社会福祉の指導理念に地域福祉の推進を掲げたことから，従来社会福祉の対象
もしくは受け手として捉えられ，1990年の法改正で理解と協力が求められた住民の位置づけは
質的な転換を迎えることになった。ちなみに同法第1条には，社会福祉法の目的の一つに地域
福祉の推進を謳い，「地域福祉の推進」という見出しをつけた第4条では，地域福祉の推進主
体を地域住民，社会福祉を目的とする事業を経営する者，社会福祉に関する活動を行う者の三
者とし，それらが互いに協力して「福祉サービスを必要とする地域住民が地域社会を構成する
一員として日常生活を営み，社会，経済，文化その他あらゆる分野の活動に参加する機会が与
えられるように，地域福祉の推進に努めければならない」と明記している。：地域福祉型社会福
祉を展開していくために，法律の文言に地域福祉の推進主体として，住民を筆頭に掲げたこと
の意味は大きい。さらに法第4条では上記の主体規定をしたのみでなく，「福祉サービスを必
要とする地域住民」を直接的対象として捉えており，ここに地域住民は地域福祉の推進にとっ
て主体であるとともに対象でもある，ということ炉社会福祉法上に明確化されたのである。そ
こに住民に向けられる役割期待というものも，いまや抽象的な理念のレベルを超えて，法的な
位置づけのもとに展開されるところとなり，それは法制度的存在としての地域福祉時代の到来
を象徴している。
　地域福祉の推進主体に地域住民を位置づけた「社会福祉法」の成立から，ほぼ10年が経過し
たが，財源措置を伴う本格的な地域福祉推進の施策化は未だ着手されていない。1992年7月に
誕生した厚生労働省社会・援護局の地域福祉課は，地域福祉の推進を所管し，主な政策手段と
して国庫補助事業と地域福祉計画を有しているが，地域福祉推進のための国庫補助事業の予算
額は少なく，そのための有カッールである地域福祉計画には，国庫補助も存在しない現状であ
る。この地域福祉推進の財源が担保されていない状況のなかで，2003年に法施行された地域福
祉計画を策定している市区町村は，2008年度末でも43．5％（策定予定を含めて60．5％），市区
のみでみても63．6％（同81．0％）にとどまっている。この策定率の低さは，計画が義務化され
ていないという事情だけでなく，計画意図や策定手法への戸惑い，住民の参加可能性への疑義
や懸念，そしてより深刻なのが厳しい地方財政のもとで財源問題が大きなネックになってい
る（注u＞。少し時間を遡ると，社会福祉法成立後の2001年度には，「地域福祉推進事業」の名称
で補助事業が包括化され，それ以後も国は補助事業の再編・統合，名称変更を行ってきた
が，2008年度の市町村への補助事業をみても，「地域福祉等推進特別支援事業」（セーフティ
ネット支援対策事業の一部），日常生活圏域にコミュニティソーシャルワーカーを配置する
　「地域福祉活性化事業（創設）」，「自立サポート事業」の3つで予算総額も少なく，地域福祉
の本格的な推進を意図しているとはみえない。
　日本社会では1990年代以降，社会福祉政策に住民参加が登場してくるが，1992年の社会福祉
事業法改正によって社協事業に「社会福祉に関する活動への住民の参加のための援助」が追加
規定され，さらに同法第70条の2第1項には「国民の社会福祉に関する活動への参加の促進を
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図るための措置に関する基本的な指針」を定めることになった。その一方で，高齢者や障害者
を中心に分野別福祉サービス・システムの整備拡大が，地域化を推し進める方向で着実に実現
してきている。しかし，この福祉サービスと車の両輪となるべき住民の参加や組織化のための
本格的な施策化は，社会福祉法の成立から今日まで採られることなく，住民参加とサービス．
資源とを総合化し，地域の多様な主体との協働化をめざす地域福祉の全体的構築化は，目にみ
えるよつな形で進展していない。平野方紹によると，社会福祉法による地域福祉の推進は，
　「……在宅での福祉サービスの拡充が主眼ではなく，住民の地域における福祉主体化や地域で
の福祉の担い手の多元化と役割分担の明確化といった，地域における福祉の体制やシステムの
再構築，いわば質的転換を意図していた。……住民を福祉主体とする方向は定かではない。…
…改正介護保険法や自立支援法に顕著なように，福祉の地域力という点では大きな前進が図ら
れた一方で，地域の福祉力という点では，施策面での取り組みはあまりにも立ち遅れてい
る」（注12）。ここで平野がいう「地域の福祉力」とは，住民による福祉活動を，他方の「福祉の
地域力」とは，事業者・社会資源を運用する在宅福祉サービスcommunity　based　Welfareをそれ
ぞれ意味しているが，わが国では前者の「地域の福祉力」を高める施策に大きな遅れがあり，
地域福祉を推進するには両者がバランスよく発展する必要があると主張している。
　この平野が指摘するように，住民参加化に向けた効果的な施策化は急務ではあるが，住民を
福祉主体とする方向，とりわけ住民の参加可能性をめぐっては，次のような事情もしくは考慮
すべき点が存在していることも見過ごせない。つまり住民が担いうる役割には，確かに固有の
価値や機能もあるが，地域差が大きいのみでなく，かなり不確定で不安定，かつ限定的で未開
発の部分が多いという事実を直視する必要がある。いわゆる福祉サービスの整備拡大は，人々
の福祉ニーズの充足に欠かせない手段であり，ニーズ充足に直結するゆえに従来より重視され
てきたし，基本的には財政的措置によってサービス量と資源の確保を図ることができる。より
直裁的にいえば，それはニーズ充足に直結し，行政対応的に確保することが可能であり，投入
した財源によって整備量も決ってくるという性格をもっている。それに対してコミュニティ形
成や支え合いを主機能とする住民の参加や組織化の場合には，事情が根本的に異なり，施策化
による予算上の措置がただちに住民参加の実現に直結するとは限らない。住民自身の参加意向
も地域性に大きく依拠し，サービス量の確保のように単純には計算できないし，福祉を支える
効果予測も容易ではないといってよい。両者ともに地域福祉構築の二大要件とはいえ，福祉
サービスは専門処理システム，他方の住民参加は相互扶助システムというように，それぞれ基
本的に異なる性質をもつシステムであり，ここにも両者の政策的進展にアンバランスをもたら
した一因があることを無視することはできない。
5　住民による「共助」の確立
わが国における公的な福祉サービスの進捗ぶりと住民参加方策の弱さ，というアンバランス
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さが痛感される今日的状況を背景にして，これからの地域福祉のあり方に関する研究会報告
『地域における〈新たな支え合い〉を求めて一住民と行政の協働による新しい福祉』（2008
年3月，以後「報告書」という）が出された。この厚生労働省社会・援護局が設置した研究会
の意図は報告書のタイトルが示すように，「地域社会で支援を求めている者に住民が気づき，
住民相互で支援活動を行う等の地域住民のつながりを再構築し，支え．合う体制を実現するため
の方策」を検討することにあった。そこでのポイントは，地域におけるく新たな支え合い（共
助）〉を拡大・強化して確立することにあるとされたが，それは社会福祉法が掲げた新しい社
会福祉像の実現化にとって避けられない課題にほかならない。さらに本報告では，地域福祉の
福祉概念を広く捉えてトータルな地域づくりにつなげる視座を示し，住民参加による地域福祉
の推進が地域社会再生の軸になりうることを示唆している（注13）。
　本稿のテーマに即して同研究会による既存施策の見直しをみると，1）住民主体を進め
る，2）「新しい支援」の概念に立つ，3）これからの地域福祉を進める条件に適合する，と
いった3つの視点から，地域福祉計画，民生委員，ボランティア活動，社会福祉協議会，福祉
サービス利用援助事業，生活福祉資金貸付制度，共同募金の7つに分け，それぞれく現状と課
題〉およびく今後の論点〉をまとめている。そこにおいて「地域福祉全体に関わるもの」と説
明された地域福祉計画の施策の見直しから，住民参加の推進策とその考え方を捉えてみよう。
この地域福祉計画で課題として掲げられたのは，①住民主体を確保する条件があること，②地
域の生活課題発見のための方策があること，③適切な藍玉を単位としていること，④地域福祉
を実施するための環境として，情報共有がなされ，活動の拠点があり，コーディネーターがお
り，活動資金があること，⑤活動の核となる人材がおり，後継者が確保できること，⑥市町村
は住民の地域福祉活動に必要な基盤を整備するとともに，公的福祉サービスも地域の生活課題
に対応できるよう，一元的に対応すること，以上の項目である（注14）。これら6項目はいずれも
地域福祉に必要な要素もしくは条件であり，それらの条件整備が地域福祉の推進につながる，
という明快な論理を展開している。この課題整理に続いて報告書は，社会福祉法の市町村地域
福祉計画の記載事項では，先の要素や条件に関して明確な規定がないことに着目し，「地域に
おける新たな支え合いとしての地域福祉を進めるための計画としては，不十分といわざるをえ
ない」といい，まとめともいうべきく今後の論点〉では次の（1）～（4）の考え方に沿って，地域福
祉計画に係る社会福祉法の規定の見直しを提言している（筆者が記載順に番号数字を入れ
た）。
　（1）計画が住民主体の地域福祉活動を推進するものとなるよう，地域の生活課題の発見方
　　策，圏域の設定，地域福祉活動の情報共有の仕組み，担い手や拠点，資金の確保，災害時
　　要援護者への支援などの事項を盛り込むようにすべきではないか。
　（2）市町村内全体の福祉の確保のための市町村の役割についても規定すべきではないか。
　（3）市町村内で圏域を設定した場合には，圏域ごとにく地区福祉計画〉を策定し，市町村地
　　域福祉計画に位置づけるべきではないか。
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　（4）計画の策定および実施に当たっては，住民参加を一層徹底する必要があるのではない
　　か。例えばi圏域内の地域福祉活動に関わる者自らが，〈地区福祉計画〉を策定する，n
　　自ら問題解決に向かえない人々，少数者の声を反映させる仕組みをつくる，iii住民が計画
　　の進行を管理する仕組みをつくる等を検討する必要があるのではないか。
　この〈今後の論点〉では，「地域における新たな支え合いを進める」ための提言を，（2）で福
祉確保のための市町村役割の規定について触れ，残る5つの条件を（1）でまとめて言及して先の
6つの要素や条件を全て盛り込み，さらに（3）で圏域ごとのく地区福祉計画〉策定と市町村地域
福祉計画への位置づけ，（4）において住民参加の一層目徹底を具体例を挙げて求めている。これ
らの提言は住民主体による地域福祉活動を大きく前進させ，「地域におけるく新たな支え合い
（共助）〉」を確立するには，社会福祉法の市町村地域福祉計画の一部改正が必要であるとい
う。つまり法律上に地域福祉活動推進の条件整備や市町村の役割を規定して加えるほか，地域
福祉計画にく地区福祉計画〉を明確に位置づけること，計画の策定・進行管理・実施への住民
参加の徹底を打ち出している。このように地区福祉計画を住民参加のツールとして中核に位置
づけ，そこでの参加の展開と方策を最大の焦点と見なし，理念としての色彩が強かった公私協
働や住民参加を，計画づくりのプロセスのなかで創出しようとしている。
　この報告書の「IV地域福祉を推進するために必要な条件とその整備方針」では，地域福祉
活動の基盤整備は市町村の仕事であり，そのための財源を確保すべきであるという。そして市
町村の役割を具体的に，①地域福祉計画に住民の新たな支え合いを位置づける，②地域福祉計
画の作成に当たって住民が参画する仕組みをつくる，③地域福祉活動の内容にふさわしい四域
を設定する，④コーディネーターや拠点など住民の地域福祉活動に必要な環境を整備する，以
上の4点を挙げている。従来ならば住民による地域福祉活動は，自主的な「法律によらない社
会福祉」として，「法律による社会福祉」とは明確に区別されてきたし，公私協働が地域福祉
の論理として強調はされても，公私による総合的福祉形成や地域ケアを協働して行う制度的根
拠や基盤は希薄であった。それが社会福祉法の時代を迎えて法律的にも，地域福祉推進を市町
村の役割としてより明確化し，行政と協働できる住民による共助の強化・拡大を図ろうとした
のが本整備方針であり，報告全体の底流をなす考え方といえよう。この共助の確立をめざす行
政施策は，公的な福祉サービス・資源の整備とは異なり，地域のなかで住民自身が担う活動や
参割引問題を正面に据え，公私の多様な主体との役割分担・協働を視野に入れた展開が必要に
なる。福祉のサービスやシステムとの連動性も弱く，自主的活動といわれてきた住民参加も，
いまや現実問題として公私協働による地域福祉システムの構築や運営への参加，を前提に議論
される段階に移りつつある。そこには住民の参加や活動が，「法律による社会福祉」の一環に
組み込まれることへの危惧，不参加者へのサンクションなど，かつての住民参加の位置づけの
延長線上では捉えきれない性格や課題をも抱えるに至っている。
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結びにかえて
　社会福祉法が掲げた社会福祉像の実現には，地域で暮らす人々の共助力の強化が必要不可欠
であり，その方策として住民の参加化に向けた本格的施策化が焦眉の急となっている。そこで
の最大の焦点は，住民にどの程度の参加や機能を見込むことができるか，換言すれば，コミュ
ニティ形成や福祉を支える力が発揮できるか否か，という点に尽きるといってよい。住民参加
支援の施策化は，予算の措置をしても福祉サービス・資源の整備のように，サービス量や水準
の確保に直結するとはいえないが，各地の社協などによる地域組織化実践の経験からも，参加
を支援する専門職員や財源を確保して地道で的確な活動を続けていけば，地域差や活動に盛衰
があったにせよ，住民の組織化や参加がかなり進展するものと判断できる。まず地域福祉推進
の条件整備を着実に行い，住民参加の支援を粘り強くすすめ，各地の実践のなかで新しい
く共〉を創出し，公私協働の装置化をめざす，いわば社会実験，社会開発的な営為として捉え
ていく視点と工夫が重視されなくてはならない。
　現代の地域杜会で住民の共助づくりは簡単ではない。かつて岡村重夫も，「社会福祉にとっ
てコミュニティのもつ意味は，しばしば機能的社会や近隣i社会から疎外され，仲間はずれにさ
れやすい特定少数者を対等の隣人として受容し，支持するというところにこそあるというべき
であって，それ以上の社会福祉二二：助までコミュニティに期待することは誤りである」帷15）と
地域社会の役割を重視しつつも，誤った過大な期待を戒めているし，それは今日でも「個人を
中心に展開してきた社会福祉の法体系にく地域〉を単位とする主体形成を求めることは，とく
に大都市部において困難な面がある」（注16＞といった認識は，むしろ社会通念そのものといって
よい。それゆえに過度の住民役割への期待と失望に陥ることなく，現実的な参加可能性を着実
に追求し，コミュニティ形成や「共」の開拓につながるような財源措置を伴う本格的施策の採
用に踏みきり，参加の具体的支援策を継続して講じていく必要がある。
　日本社会に「コミュニティ上という用語が登場してほぼ40年が経過するが，わが国の多くの
自治体が展開したコミュニティ施策は，①ゾーニング（地区割り），②施設建設，③地域住民
の組織化の3点セットであった（注工7）。これら3点の施策は，①自治体の四域内部をより小さな
コミュニティ地区に分け，②その地区ごとに活動拠点を確保し，そこで③住民を横につなぐと
いうように，相互に密接不可分な関係にあり，それは地域福祉推進にとっても基本的な展開方
策を示唆している。この地区割りの発想は，生活上の必要性に由来して歴史も古く，「コミュ
ニティ」以前からの小地域福祉活動の着想にも通じ，住民が地域と生活に目を向けて主体とし
て直接参加することが可能であり，地域の問題解決のために住民相互，住民と行政との協働関
係を築くのに有益で不可欠な仕組みである。先にみてきたように全社協「当面の活動方針」
　（1957年）以来，社協は小地域単位の組織活動に注目して，その取組や成果が不十分とはい
え，全国各地で地区杜協の設置を進めてきたし，これからの地域福祉のあり方に関する研究会
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報告が，地区福祉計画を住民参加のツールとして重視する所以でもある。
　居住地域における生活課題への住民対応という点では，かつての地域互助の延長ともみえる
が，社会や生活様式もドラスチックな変貌を遂げ，新たな公私協働を前提にした地区の生活・
福祉システムの再構築として捉えると，そこには相当な質的差異がある。新たな地区レベルの
住民参加には，いわゆる自主活動の域を超えて，地域生活システムの創造と運営の一翼を担う
ことが期待されるし，その実現化には住民相互のつながりや共助を築く視点を超え，近隣自治
や地方自治の確立を不可避i的な課題として登場させている。住民参加を欠いて地域福祉はない
という命題は，いまや論理の次元を超えて政策的にも実践的にも，その推進と具体化が焦点と
なり，公私合意のもとに住民による活動や可能な役割を描き，その姿を地区ごとの福祉計画に
数字や文章で書き込むことが検討される段階を迎えている。
　住民による福祉活動にも浮き沈みはっきものだが，それが各地で展開され続けてきたのは，
行政の誘導策や支援策，社協による活動支援だけが理由ではない。その根底には地域・住民の
切実な問題やニーズがあり，時代やニーズに即して重点をシフトさせ，必要な活動を提起して
きたからにほかならない。それは個人の努力では達成できず，住民の共同・協働によって効果
が期待できる活動であり，その支援や条件づくりを問題や課題を抱えつつも，行政や社協が
担ってきたといってよい。お互いに支え合うく共助〉，〈共〉領域が地域づくりの原点や中
核，要諦とみなす恩田守雄も，「特にく共助力〉が弱いところではく補助〉がないと地域づく
りは難しい」（注18）とし，今求められているのは行政との協働を前提とした住民主導の地域づく
りとしている。これからの地域福祉のあり方に関する研究会報告書でも，「住民主体をすすめ
る」をキーワード化して用いているが，それは行政の論理ではない住民主体，市民主体の論理
やあり方を追求する立脚点といってよく，それを公私協働による地域福祉の推進のなかでどう
担保し，新しい福祉の装置として構築していくかが問われている。
（注）
1　和田敏明「地域福祉計画と地方自治体一生活支援のあり方」『社会福祉研究』第102号，鉄道弘済
　会，2008年，p．56
2　三浦文夫「〈補論〉公私の役割と参加の展開」社会保障研究所編『社会福祉の日本的展開」全国
　社会福祉協議会，1978年，p．215
3　全社協『全国社会福祉協議会30年史』全国社会福祉協議会，1982年。同30年史の第4部「資料
　篇」では，基本文書として（1）社会福祉協議会組織の基本要綱及び構想，（2）市区町村社会福祉協議会
　当面の活動方針，（3＞社会福祉協議会基本要項，（4）市町村社協当面の振興方策，（5）市区町村社協活動
強化要項の5つを収録（一部略）している。この小論では紙幅の都合もあり，相対的に重要度が低
　い（4）市町村社協当面の振興方策には言及していない。
4　山口稔『社会福祉協議会理論の形成と発展』八千代出版，2000年，p．122
5　木村忠二郎「地域組．織化活動の発展」橋本正己・三浦文夫編『地域活動論一保健と福祉のコミュ
ニティ・ワーク』全国社会福祉協議会，1973年，p．38
6　鈴木五郎「戦後地域福祉活動の評価のために一社会福祉協議会20年のあゆみ」『月刊福祉』1971
　　　　　　　　　　　　　　　　　　－74一
人間の福祉　第24号（2010）
　年2月号，p．61
7　前田大作「コミュニティ・オーガニゼーション」山下袈裟男・三友雅夫編著『社会福祉論一その
　課題と展望』川島書店，1977年，p．145
8　森岡清志『地域の社会学』有斐閣，2008年
9　倉沢進「社会目標としてのコミュニティ」コミュニティ政策学会編『コミュニティ政策6』東
　信堂，2008年
！0　倉沢進，前掲論文，p．50
11地域福祉計画の策定率の低さのみでなく，地域福祉推進に適切な財源措置が取られていないこと
　の影響が策定される計画内容に及んでいることは疑いえない。地域福祉推進のための財源確保が課
　回視されるなかで澤井勝（「小地域福祉とその財源」『地域福祉研究』第37号，日本生命済生
　会，2009年）は，普通地方交付税の需要額項目に福祉の総合化を進める中心的施策として〈地域福
　三口〉を新設し，地方交付税の一般財源によって地域福祉を推進しようとする説得力のある提案を
　している。
12　平野方紹「地域福祉推進のための計画と財政」『社会福祉研究』第99号，鉄道弘済会，2007年，
　pp．45－46。この法律による政策実現の限界について栃本一三郎は，わが国の社会福祉政策では法律
　による政策実現もさることながら，とくに社会福祉分野では補助金による政策の展開という側面が
　強いことを指摘している　（同「社会福祉計画と政府間関係」三浦文夫・高橋紘士・田端光美・古川
　孝順編『戦後社会福祉の総括と2！世紀への展望皿政策と制度』ドメス出版，2002年，p．105）。い
　わゆる理念的な法規定ならば，予算の措置も不要に見えるが，地域福祉の推進には財源的な措置が
　必要条件である，との認識が欠かせない点となっている。
13　40年ほど前の中央社会福祉審議会「コミュニティ形成と社会福祉」でも，地域組織化活動がコ
　ミュニティ形成に果たす機能に着目し，その役割可能性を高く評価した。地域組織化によるコミュ
　ニティ形成という点では，近年の社会福祉基礎構造改革を経た地域福祉推進とも共通してみえる
　が，その文脈と位置づけの違いは大きい。
14　この報告書「VI既存施策の見直しについて」から引用している。既に「W地域福祉を推進する
　ために必要な条件とその整備方針」において，地域福祉を進める条件6項目を掲げており，ここで
　の文言と若干差異もみられるものの内容的には同一である。
15　岡村重夫『地域福祉論』光生館，1974年，p．61。この住民役割への過度もしくは不当な期待を戒
　める論者は多く，かつて前田大作（「地域福祉の諸活動と社会福祉方法論」野坂勉・秋山智久編
　『社会福祉方法論講座H共通基盤』誠信書房，1985年）が述べたように，地域共同社会が主体と
　なって実施することのできるサービスもあるが，わが国でどの程度ニーズ充足が可能かは疑問であ
　る，といった言説もその典型例といってよい。
16　小林良二「地域福祉計画の対象と方法」牧里毎治・野口定久編著『協働と参加の地域福祉計画一
　福祉コミュニティの形成に向けて』ミネルヴァ書房，2007年，p．56
17　倉沢進『改訂版コミュニティ論』放送大学教育振興会，2002年，pp．24－26
18　恩田守雄『共助の地域づくり』学文社，2008年，p，22
一75一
